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マニュアル作成の目的 

大規模災害が発生した場合、家屋の損壊やライフラインの途絶等により在宅避難（自宅での生活）が

不可能となる人々が多数発生し、避難所での長期間にわたる共同生活が必要となる事態が予想される。 

円滑な避難所の運営には、自主防災組織を主体とした地域住民による積極的な避難所運営に関与する

「自助・共助」が重要不可欠であるとともに、行政による「公助」支援が必要と認識されている。被災

者自身が力を合わせ、また、被災者と避難所を設置する町（災害対策本部）が相互協力しつつ、少しで

も快適な避難所生活を推進するとともに、不便や混乱を予防または解消することが必要である。 

このマニュアルは、避難所において発生することがあらかじめ予想される課題の内容や範囲を示して、

これに対して、いつ、誰が、何を、どのように行うべきかについて簡潔に記載し、円滑な避難所の運営

をするための手引書や手順書として活用されることを目的として作成したものである。 

今後、避難所を開設した場合は、このマニュアルを活用し、「自助・共助・公助」が効果的に連携した

円滑な避難所運営が行われるように努めるものとする。 



1 

 

第１章 避難所の開設 

避難者は、避難所開設の際、自主防災組織及び避難所担当職員の指示に従って協力します。 

第１ 避難所の開設 

 １ 町は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあるときは、地域防災計画等の定めるところ

により、速やかに指定避難所を開設するとともに、住民等に対し周知徹底を図る。また、必要に応

じ、あらかじめ指定した施設以外の施設についても、災害に対する安全性及び利便性を確認の上、

施設管理者の同意を得て避難所として開設する。 

２ 避難所施設の開錠は、原則的に担当町職員が施設管理者の同席・同意を得て実施するものとする。 

 ３ 休日、夜間における避難所の開設は、施設管理者も同時に、或いは町からの連絡を受け参集し、

開錠する。 

 ４ 避難者の避難所建物内への立ち入りは、避難所担当の町職員又は施設管理者が避難所の安全確認

を実施してから立ち入るものとする。 

 （１）避難者が施設内に無秩序に立ち入ることは、混乱の原因となるので施設の敷地内にとどまり、

町職員の受付・誘導に従い、施設内に立ち入ることとする。 

 （２）夜間、冬季又は荒天時等の場合は、町職員の到着が無くても建物内の玄関ホール、廊下等に立

ち入りとどまり、各室内への立ち入りは町職員の統制・指示より立ち入るものとする。 

 （３）避難所等への立ち入りに関し、冷・暖房管理、害虫・害獣、災害時の粉塵・塵埃、臭気、風雨・

風雪、騒音などを抑制し、快適な避難所生活を害する要因の排除等環境保全の観点から、意図し

て人為的破壊行為等を行ってはならないものとする。 

第２ 施設の安全確認 

 １ 避難所の開設に先立ち、避難所担当の町職員、又は施設管理者、状況に応じ避難者の協力を得て、 

２名をもって、速やかにかつ自らの安全を相互に確保しつつ、目視により施設点検を実施するもの 

とする。 

 ２ 目視により、明らかに危険であり避難所不適と判断する場合、又は室等の一部使用を制限しつつ

避難所としては長期使用に耐え難いと判断する場合は、代替避難所について町役場（災害対策本部）

と協議するものとする。 

 ３ 施設の点検にあたっては、目視点検後、避難所使用開始から努めて早期に、資格保持者（建築士

及び応急危険度判定士）の点検を受けることが必要である。 

第３ 避難所運営組織 

 １ 避難所の運営は、避難者、担当の町職員及び施設管理者との合議制により運営することを原則と

する。 

 ２ 避難所運営の中心となる人物（運営責任者、副責任者）を避難者の中から選出する。 

 （１）運営責任者、副責任者として適切な人物 

   ア 自治組織の役員（会長、副会長、役員等） 

   イ 複数の自治組織にまたがり避難者が出た場合は、それぞれの自治組織から選出 

   ウ 避難者の中から選出された人 

 （２）男女共同参画として女性を係担当に充て、女性意見を取り込みやすい体制と運営に留意する。 

（３）運営責任者及び副責任者については、あらかじめ決めておくことが望ましい。 
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 ３ 本格的な避難所運営組織が形成されるまでは、上記の運営責任者、副責任者を中心に避難所を運

営するものとする。 

第４ 受付業務 

 １ 避難所担当の町職員は、避難者（運営責任者、副責任者等）の協力を得て、受付で避難所収容者

名簿を作成するとともに、努めて早期に避難者世帯名簿を作成するものとする。 

   別紙第１「避難所収容者名簿」 

別紙第２「避難者世帯名簿」       

 ２ 健康状態の把握、寒暖特有疾病、感染症、特に精神疾患及び緊急を要する症状の調査を実施する。 

特に避難行動要支援者が避難してきた場合は、避難等支援者及び個別計画の内容から健康状態を

把握するとともに、被災時・避難時の負傷の有無、熱中症・低体温症、感染症など適切に対応する。 

 ３ 受付業務開始以降、対策本部に１時間毎、受け入れ状況及び受け入れ可能状況を報告する。 

 ４ 名簿を作成する際、避難者から自宅において避難している者、町外に避難している者等の情報を

収集し、災害対策本部に報告するものとする。 

第５ 居住者の編成 

 １ 原則として１世帯を単位として数世帯を合わせて班を編成する。 

 ２ 班には班長を置き、２０人～３０人程度で編成する。 

 ３ 班長は、運営責任者、副責任者を積極的に支援し、ともに避難所を運営するとともに、運営にあ 

たっての各係業務に要員を差し出す。 

 ４ 班の編成には、避難前の居住地域が同じ顔見知り等の縁者及び血縁関係等を考慮する。 

 ５ 旅行客や帰宅困難者等で一時的に避難した者は、同じツアー・同じ帰宅先等で班を編成する。 

第６ 部屋割り 

 １ 避難所内の使用できる施設については、事前に施設管理者と協議をしておくとともに、当時の状 

況に応じ柔軟に対応するものとする。 

 ２ 避難者は、全員屋内避難を基準とし、使用できる施設は一般的に次の順とする。 

 （１）教室（器資材が存在する科学教室や技術教室等、心身の安全上問題がある教室を除く。） 

 （２）体育館（通路を確保） 

 （３）会議室 

 （４）廊 下 

 ３ それぞれの世帯がまとまって避難生活が送れるよう配慮した部屋割りに努める。 

 ４ 総合保健福祉センターりふれの一部を福祉避難所として指定し、要配慮者を優先的に受け入れる。 

避難した要配慮者の要望により病院及び養護施設等への移設希望者又は移設することが適切である 

と判断される要配慮者は、病院及び協定に基づく養護施設等と調整のうえ移設を検討する。この際、 

受け入れ施設の状況によるが努めて世帯ごと移設する。 

５ 病院及び福祉避難所等への避難を要望しないまでも、乳幼児、妊産婦、既往症のある高齢者等の 

 要配慮者には、教室等の比較的少人数、かつ類似避難者同士に施設を割り当てるよう配慮する。 

 ６ 女性避難者に配慮した男女区分のトイレ・更衣室及び授乳室等を確保するものとする。 

 ７ 発災直後は、避難者が多く、混雑が予想されることから、高齢者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者

等を優先して屋内に避難させるものとする。 
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 ８ 家庭動物とともに避難した者には、家庭動物の管理責任は飼い主である旨の確認をとるとともに、

犬の場合は狂犬病予防接種証明書の確認を行うものとします。また、ケージ、又は紐等により縛着

し、鳴き声・においなどへの対策として、シャッターが使用可能な駐車場等に家庭用動物専用の区

分を設定して保護する。なお、避難者の中に動物アレルギーなどがいる場合や鳥類・爬虫類など特

異な動物に対する離隔処置に努め、状況により動物保護団体等に預けるものとする。 

 ９ 身体障がい者補助犬は、一般の家庭動物とは同様に扱わないよう配慮すると同時に他の動物アレ

ルギー者などへの配慮も必要なことから、個別の部屋割り等を検討します。 

 10 落ち着き次第、共有空間の使用についても検討する。 

 11 必要に応じ、男女共同編成とした防犯係（班）を設置するなど、防犯体制にも留意します。 

 12 避難が長期化する場合、避難者の公平を図るため、必要により部屋割りを検討・実施する。 

 13 使用しない及び立ち入りを禁止する区画・部屋は、周知と表示、定期的な巡回点検を行います。 

 

第２章 避難所の運営 

災害等により避難した地域住民が、一定期間秩序ある生活をする避難所を管理運営するために、自主

防災組織を中心に避難所の施設管理者や避難所担当職員と避難者が協力し合って自主的な組織として避

難所運営委員会を作り、避難所の運営にあたります。運営が本格化した際は、避難所運営委員会の組織

の一員として、それぞれ役割を担当します。また、長期化のおそれがある場合、避難生活者の入れ替わ

り及び避難所運営委員の交代などもあらかじめ予期した運営にあたります。 

 

第１ 運営の主体 

 １ 避難所の運営は、避難者自身による自主運営を基本とする。 

 ２ 避難所の運営組織は、運営責任者、副責任者及び避難所の運営に必要な係業務からなる本部及び

数個の避難世帯からなる班で構成され、運営される。 

 （１）本部の役割  

    運営本部は、避難所を運営する最高意思決定機関として避難所の運営全般に係る。 

この際、各係担当に就いた男女共同参画によるそれぞれのニーズを反映させることに留意する。 

 （２）活動内容 

   ア 避難所のルールの設定と修正、徹底 

   イ 避難者の要望と意見のとりまとめ 

   ウ 町及び関係機関との調整、連携 

 ３ 避難所運営に必要な業務は避難者それぞれが分担して実施するため、各係業務には長となる係長

をおき、各班から必要な要員を差し出させ、又はボランティア等の支援を受け業務を分担実施する。 

   この際、各係業務には、男女共同参画の観点から、特に女性の登用に努めるものとする。 

 ４ 避難所運営に必要な業務は、避難所の規模・作業量により異なるため、係の増・減員、又は業務

の統・廃合を実施して運営する。 

 ５ 運営本部の役員名簿は、対策本部に報告するものとする。 

   別紙第３ 「避難所運営役員名簿」    



4 

 

            

第２ 運営本部会議 

 １ 避難所生活を円滑に進めるために、定期的に運営本部会議を実施する。 

 ２ 運営本部会議の実施にあたり留意する事項 

 （１）発災直後は１日２回（朝・夕）を基準に実施し、時間経過とともに前日からの修正事項が減少

すれば１日１回（夕）の会議を実施する。 

 （２）連絡協議事項がない場合でも、最低限１日１回は会議を開催し、問題の有無を確認することが

望ましい。 

（３）会議には、施設管理者及び町職員も参加するものとする。この際、女性の意見を取り入れるた

め複数の女性参加に着意する。 

 

 

第３ 運営役割分担 

 １ 避難所における役割分担は、次の種類に分類される。 

 （１）避難世帯などで分けた班単位の役割分担 

   ア 避難所内の世帯、避難前居住区画などに基づき組を構成し、班長を選出 

   イ 班長は、班員の人数確認、健康・精神状態（特に女性による聞き取り役及び夏季・冬季の特

性に留意）の把握等（往診などの要請）を行うとともに、班の意見をまとめて運営会議へ意見

を提出する。 

   ウ 係業務に要員を選出し、班の代表として避難所運営のための諸業務を実施させる。 

   エ 班構成員は、２０～３０名程度を基準とする。 

     別紙第４  「班構成世帯名簿」    

 （２）避難所全体で行うべき係業務別の役割分担 
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   ア 情報係 

   （ア）情報収集（避難所外から） 

   （イ）情報発信（避難所外・内に対する） 

   イ 総務係 

   （ア）避難者名簿の作成管理、在宅避難者の把握支援 

   （イ）運営本部会議の事務局、記録、生活ルール作成 

   （ウ）防火・防犯指導、駐車場統制、安全管理 

（エ）取材対応    

   ウ 管理係 

   （ア）危険箇所対応等の施設管理 

   （イ）衛生管理、洗濯、塵埃対応 

   （ウ）入 浴 

   （エ）トイレ使用・清掃のルール設定 

   エ 食料・物資係 

   （ア）食糧・物資の管理（受入・払出、在庫管理） 

   （イ）配分及び請求、必要物資の把握 

 ２ ボランティア 

 （１）ボランティアの受け入れは、ボランティアセンター窓口を通った者とし、直接避難所に訪れた

ボランティアは、窓口を紹介し登録後受け入れるものとする。 

 （２）避難所に関する事項については、避難所で活動記録を作成保管する。 

    別紙第５ 「ボランティア登録及び活動記録」 

 

第３章 避難所の業務  

 各係の業務基準は以下のとおりとするものの、状況に応じて業務を付加することも可能だが、個人の 

業務負担の偏りまたは過負荷を防止するため、担当係を増加する等柔軟に対応することが肝要である。 

 この際、男女共同参画の観点により、女性の係担当への登用を積極的に促すものとする。 

第１ 情報係 

 １ 情報収集（避難所外から） 

   発災初期の通信手段が途絶えた状態では、真・偽の情報が氾濫することから、被災者に必要で確

実な情報を提供するには、行政機関に出向き、或いは他の避難所等と連携を取ることが重要である。 

   この際、時間と共に情報整理が成された場合、時点情報が修正される可能性に着意する。 

 （１）町からの情報収集 

    定期的に町の対策本部を訪ねて、公開されている情報を収集する。 

 （２）他の避難所などから情報収集（情報交換） 

   ア 給水所、炊き出し、物資調達、開店している店舗情報等の地域特有の情報は有効  

   イ 情報源を明確にし､ＳＮＳなどの流言に惑わされることがないよう注意と整理が必要 

 （３）マスメディアからの情報収集 

    あらゆる機関から収集・整理して使用するため、収集する情報は下記のとおり 
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ア 被害情報（災害の種類・程度、被害規模・範囲など） 

イ ライフラインの状況（被害を受けたライフラインの範囲と程度、復旧の予定と時期）  

ウ 鉄道、道路などの公共交通機関の運行状況（併せて道路・橋梁などの状況） 

エ 生活関連情報（支援物資、炊き出し、入浴、トイレ、洗濯など） 

オ 被災者救助情報（孤立地区の有無など） 

 ２ 情報発信（避難所外・内に対する） 

 （１）避難所外に対する情報発信 

避難所の状況を正確かつ迅速に伝達することは、適切な支援を受けるために重要であり、併せ

て知り得た正確な地域の被災状況を発信することにより、町はより詳細な被害状況を把握するこ

とができる。また、発信する情報の信頼性向上のため、窓口は一本化することが望ましい。 

この際、町に発信する情報は次のとおり 

   ア 被災直後に発信する内容 

     死傷者数、避難者数、必要な食事数、地域の被災状況 

   イ 避難生活の中で毎日報告する内容 

     避難者数（増・減）、必要な食事数、避難者の健康状態、避難者からの要望 

   ウ 報告手段は、文書とし、避難所担当の町職員に手渡すものとする。 

   エ 避難所の要望は、優先順序をつけて効率よく要望する。 

 （２）避難所内に対する情報発信 

    正しい情報を避難者全員が共有することは重要であり、情報を効率よく漏れのないよう行きわ

たらせる必要がある。 

   ア 避難所での情報伝達は、文字情報で表す。 

   イ 掲示板が最も効果的であり、掲示するにあたっての留意事項は下記のとおりである。 

   （ア）掲示する内容は、最新情報、町からのお知らせ、生活情報、交通状況、復興状況等 

   （イ）掲示する情報は、日時を記載   

   （ウ）掲示する場所は、施設の入り口や食堂等の眼につき易いこと 

第２ 総務係 

 １ 避難者名簿の作成管理、在宅避難者の把握 

   避難者名簿の作成は、避難所の運営及び被災者支援を実施するうえで最初に実施する重要な事項 

であり、錯そうしている中での安否確認の対応、食糧や物資を全員に効率的に安定供給するために 

不可欠な業務であるので、正確かつ迅速に作成することが重要である。 

 （１）避難者名簿の作成管理 

   ア 担当の町職員と協力し、世帯ごと避難者名簿を作成する。この際、急を要する要望事項及び

健康状態等の配慮事項を把握する。 

   イ 逐次作成する避難者名簿は、対策本部と共有を図る。 

ウ 対策本部は、各避難所からの避難者名簿の共有を図る中で、避難状況を把握するとともに避

難者台帳として使用する。 

エ 避難所への入退所の時期は、確実に記載し、常に最新の避難者数を掌握するものとする。 

   オ 避難者名簿の公開にあたり、発災直後から安否確認に対応するため、安否確認用名簿を作成 
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して掲示する。この際、個人情報は、世帯ごとの氏名、年令、避難前住所に限定し公開する。 

   カ 安否確認の問い合わせが減少した場合には、掲示することなく個別に対応する。 

（２）在宅避難者の把握支援 

ア 被災者の中には、避難所に避難せず自宅で過ごす者、車中泊する者、町外の身内の元に避難 

 する者も想定されることから、各避難所に避難した者から情報を収集し、災害対策本部ととも 

に実態把握を速やかに実施し、公平な避難者支援を実施するよう留意することが重要である。 

イ 近傍の在宅避難者の食事数を含んで避難所に運搬されることがあることから、在宅避難者の

中で何人が避難所で食事を摂るのか把握するとともに、食数の確保が必要である。 

２ 運営本部会議の事務局、記録、生活ルールの作成 

（１）運営本部会議の事務局として、会議議題の作成及び議事内容の記録を担任する。 

（２）避難所内の出来事等を記録簿に記録する。 

   別紙第６ 「避難所記録簿」     

（３）多くの被災者が努めて快適に避難生活を送るための生活ルール作りが重要であり、女性、高齢

者、子供等各層の意見を反映させられるよう留意する。 

３ 防火・防犯指導、駐車場統制、安全管理 

（１）避難所の集団生活では、治安の悪化から火災、盗難等が予想されることから、部外者の立ち入

りを制限するとともに、個人ごと貴重品等管理を適切にする。必要により夜間巡回等を計画する。 

（２）避難所内での火気の取り扱いを原則禁止（炊事場、厨房除く。）するとともに、屋外に喫煙所を

設け、指定場所での限定喫煙とする。冬季、灯油ポータブルストーブを使用する場合は、火気取

締責任者を明示するとともに消火器等を備え付け使用する。 

（３）駐車場には無造作に乗り入れているため、じ後の災害対応車両や車中泊避難者などのための駐

車場整理が必要となることから、可能な限り努めて早期に駐車場内順路や災害対応専用駐車場の

確保など駐車統制を定めることが重要である。 

（４）女性・子どもへの暴力やセクハラ防止のための安全対策の実施 

（５）避難所敷地内での飲酒は、原則禁止とする。 

（６）施設内・外における不安全箇所の表示、安全対策の実施 

４ 取材対応 

（１）発災直後から、マスコミ等の取材や調査団、見学者等が避難所を訪ねることが予想されること

から、災害対策本部を含め運営本部としての対応方針を決めておくことが重要である。 

（２）取材等には、運営責任者、副責任者又は町職員の中から適切な職員を指定して対応する。 

（３）避難者が寝起きする生活空間での写真撮影や取材は、原則禁止とする。ただし、避難者全員が

取材を認めた場合は、この限りではない。 

第３ 管理係 

１ 危険箇所対応等の施設管理 

（１）余震又は後発地震等による二次災害を防ぐため、施設の危険度判定及び危険箇所の修繕はでき

る限り早急に実施する必要がある。 

（２）危険箇所には立入りを禁止するため、ロープ・張り紙、バリケード等の侵入防止処置を施す。 

２ 衛生管理、洗濯、塵埃対応 
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（１）衛生管理 

集団生活をおくる避難所では、病気の発生を予防するため、定期的な清掃や空気の入替え等に

より、良好な衛生環境の維持に努める。 

   ア 発災当初は、骨折処置、擦り傷・切り傷からの微熱（破傷風予防）対応、熱中症（身体を冷

やす、放熱処置など）・低体温症（カイロ等による低温火傷の防止処置にも留意）の発症予防、

また、雨・雪に濡れたことに起因する体調不良者の発生に備え、観察と声掛けに留意する。 

   イ 避難生活当初から、災害に対する極度の不安、急激な環境の変化、集団生活による生活リズ 

ムの乱れなど、不眠症や食欲不振、排便の我慢、生理不順などが想定され、体調及び精神的な 

ケアに十分な配慮をする必要がある。 

   ウ インフルエンザ・感染性胃腸炎等感染症の感染者は、速やかに受診させるとともに、できる 

限り隔離し、感染による発症者の拡大・拡散の防止を図る。 

  エ 手洗い用消毒液、うがい液及びマスクは早期に調達し、トイレ・洗面所等に備えるとともに、

飛沫を浴びた場所・物・箇所の清掃・除菌・消毒処置を行う。 

  オ 食器は、使い捨てが望ましいが、やむを得ない場合、個人に割り当て使用させるとともに、

洗浄等の責任は本人とするが、感染症発症元の防止を図る必要がある。この際、差別優遇との

誤解のないよう、十分な配慮を行う。 

（２）洗 濯 

   水の確保状況に応じ、手洗いまたは機械洗濯により衛生管理する。この際、物干し場は、衣類 

の盗難及び下着類の目隠し等を考慮した老若男女区分に応じた施設等の確保に留意する。 

（３）塵埃対応 

   集団での共同生活をおくる避難所では、避難者全員が避難所の整理整頓、清掃等に心がけ、特

にゴミ区分は協調性をもって適正に実施する必要がある。 

ア 清掃・塵埃処理は当番制とし、時間を決めて実施させる。 

イ 塵埃処理は、町のルールに基づき確実に分別を統制するとともに、町の清掃車等の収集運行

が滞ることも予想されることから一時的に保管できる屋外倉庫等を指定するなど集中保管する。 

 ３ 入 浴 

集団での共同生活をおくる避難所では、避難者全員が平等で快適に入浴の機会を得るためのル

ール作りが必要である。（スフィア基準：５０人に１カ所（１カ所の許容人数は適宜とする）） 

   ア 仮設浴場、シャワーが設置されていない場合、町内及び近隣の入浴可能施設を調査し避難者

に周知するとともに、ボランティア等の計画で入浴ツアーが計画された場合は、希望者を募り

ボランティアとの連絡調整を実施する。 

   イ 仮設浴場、シャワーが設置された場合は、男女別に利用時間を決めるとともに、班ごとに概

ねの利用時間を配当し混雑防止を図るとともに、要すれば監視者を配置する。 

   ウ 使用後の清掃は当番制により実施させる。 

 ４ トイレ使用・清掃のルール設定 

    水を自由に使えない状況でのトイレの確保は深刻な問題であり、避難者の人数に相当するトイ

レを確保し衛生的に使用することは重要な課題である。特に、トイレの清潔の保持は、避難生活

の重要ポイントであり、最も早期に使用要領・清掃ルールの設定をすることは重要である。 
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   ア 避難所内のトイレが使用可能なのか点検を実施し、使用できない場合は、災害対策本部に必

要数の仮設トイレの設置（初動段階の共同トイレ数・スフィア基準：男５０人に対し１基、女

性５０（１７）人に対し３（１）基を基準）を要求する。 

   イ 仮設トイレを設置する場合は、使用に便利でかつ食堂・厨房から離隔した場所で、し尿収集

バキューム車の侵入進出が容易な位置を選定し設置する。 

   ウ 男女の使用区分を明確にするとともに、男女ごとの使用場所は、ある程度分離させる。 

   エ 清掃は当番制により実施させる。 

   

第４ 食糧・物資係 

 １ 食糧・物資の管理（受入・払出、在庫管理） 

 （１）発災直後の混乱時においては、食糧や物資が十分に行き届かないことが予想されることから備

蓄品を含めた在庫品の把握と適正な管理が重要である。 

（２）町から届く食糧・物資の受け入れに際しては、食糧、衣類、日用品等を大別保管するとともに

受払簿を作成し、在庫数及び送付元、受け入れ担当者名を併せて記載し、明確にするものとする。 

   別紙第７ 「物資受払簿」     

 （３）保管には、努めて車両の進入進出が容易で管理が行き届く倉庫等の専用スペースを準備する。 

    また、保管場所への出入りは、担当及びボランティアなど関係者以外の立ち入りを制限する。 

２ 配分及び請求、必要物資の把握 

物資の払い出し時の留意事項は下記のとおり。 

（１）全員が同じように配分を必要とするものは、全員に配分できるだけの量を確保したのち配分 

 （２）毛布などの必要性の高い物資が全員に行き届かない場合は、高齢者や子供等を優先させる。 

 （３）数が限られるものは、運営本部で○○歳以上の○○など配分の基準など根拠となるものを明示 

して配分させる。 

 （４）物資の配給は、班を単位に配分する。 

 （５）女性用品は女性の手から直接女性に配分する。 
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（６）避難者のニーズと数量を確認し、必要な物資については速やかに町に対し請求する。 

 

第４章 空間の管理 

 応急トイレの設置、ベッド・パーテーション、冷・暖房及び炊き出し体制の確立など、発災後避難所 

の開設から４８時間以内に整えるよう優先を定めて空間の管理に努めるものとする。 

第１ 居住空間 

 １ 居住空間の区画を整理して土足禁止とし、通路を確保する。 

 （１）居住空間の世帯境界は明確にする。 

 （２）居住空間の通路は、各世帯の区画が必ず１か所は面する形で設定する。 

 （３）居住空間においては、熱中用対策、低体温症対策及びメンタルケアに留意した配置を考慮する。 

 ２ 区画設定次第、ダンボール・パーテーションにより世帯単位ごとのプライバシー確保を図る。 

 ３ 避難者の増加・減少に伴い、居住者の移動、班の再編成を実施する。 

 （１）居住者の移動等は、運営本部会議で決定する。 

 （２）混乱を避けるため、移動日までに準備期間を設ける。 

 ４ 応急対策が進むと学校が再開されることから、学校教育との共存を図る必要がある。 

   この際、広域避難等による避難対策も準備する必要がある。 

第２ 共有空間 

 １ 運営本部室 

   施設の事務室作りの部屋を運営本部室として使用し、避難者（面会者）の受付は、玄関付近の部 

屋又はホールを利用して設置する。 

 ２ 情報掲示板 

   避難者が見やすい位置に設置する。安否確認のための避難者名簿は玄関付近に掲示する。 

 ３ 仮設電話 

   ＮＴＴが設置する仮設電話は、混雑が予想されることから、居住空間を避け廊下やホール状況に 

より野外にテントを設立するとともに、必要により使用時間の制限等を実施する。 

 ４ 物資置場 

   救援物資等が大量に届くことが予想されることから、トラック等の進入進出が容易で管理が行き

届き、かつ鍵が掛かる等の無断持ち出し困難な屋外倉庫等を利用する。 

 ５ 食糧・物資の配食・配給 

   廊下又はホールで配食・配給を実施 

 ６ 調理室 

（１）炊き出しは、まとめて給食センターで実施することを基本とするが、実施できない場合はそれ

ぞれの調理室を利用して炊き出しを実施する。 

（２）夜間等に簡単な調理のため、調理室を使用する場合のルール作りおよび火災予防に留意する。 

７ 医務室  

施設内の医務室を利用できる場合は、応急医療活動を実施する。利用できない場合は救護所の設 

  置を要求する。 

 ８ 要配慮者用居住室 
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   高齢者、障害者、乳幼児等の要配慮者については、努めて教室等の小部屋を世帯ごと割り当てる。 

 ９ 更衣室・授乳室 

   女性のプライバシー保護のため更衣室・授乳室を設置する。 

10 洗濯場・物干場 

  水の利用、排水が可能な場所に設置するとともに男女での使用設置場所を区分する必要がある。 

11 仮設トイレ 

  食堂・厨房から離隔し、居住空間に臭気がとどかない屋外で、し尿収集バキューム車の出入が容

易な位置に設置する。 

12 仮設浴場 

  屋外で水の確保ができ、良好な排水設備がある位置に設置する。 

13 塵埃集積所 

  清潔な状態で維持できる場所で塵埃収集車の出入りが容易な位置に設置する。 

14 駐車場 

  自家用車により避難した住民の車両駐車場をグランド等に設置する。この際、物資の輸送車両、

電源車等の移動及び仮設トイレ、仮設浴場等の大型施設を設置することを予想して区画を整理する。 

  この際、中長期化する場合、キッチンカー、トイレカー、入浴支援車、洗濯支援車及びキャンピ

ングカーなどの避難所生活を支援する車両配置の検討も重要である。 

15 子供学習室、娯楽室 

   避難者が減少する等施設に余裕がある場合には、子供の学習及び談話・テレビ観賞用に夜間の使

用を緩和し設置する。 

16 ストーブ又はスポットクーラー 

  熱効率または送風効率の良い適宜の位置に配置するとともに、ストーブ類は必要な火元責任者を

設定するなど、火災予防処置を講ずる。 

17 停電時は、必要に応じ、発電機の設置場所及び電源コードリールの配線を検討し、充電エリア及

び充電時間の設定など、計画性ある電気使用要領を定める。  

18 別紙第８ 「空間管理の一例」   

 

第５章 生活ルール 

 人間としての尊厳を保つため、また、被災により心身に受けたダメージによって、日常とは異なる 

又は日常から内向・外向にストレスなどを発散することが予想され、その手段方法は人によってさま 

ざまであることから、避難者同士で築く、集団生活のルールは非常に重要となります。 

第１ 生活ルール 

多くの避難者が集団で共同生活を営むため、また、被災を受けた非日常に対して規則正しい生

活リズムは、心身バランスを保ちストレス軽減の一助となり、安心・安全で快適な生活を送るた

めにも生活ルールを定め周知徹底し、各避難者が自ら履行することが必要である。 

 １ 一般的に必要な生活ルール 

 （１）生活時間 

   ア 起床・消灯時間 
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   イ 健康状態の確認 

   ウ 食事（朝・昼・夕）の時間 

   エ 運営本部会議開催時間 

   オ 入浴日・時間 

 （２）共用場所の利用 

   ア 食事の際の配食・後片付け 

   イ 清掃担任と実施要領 

   ウ 仮設トイレの利用 

   エ 仮設浴場の利用 

   オ 塵埃処理 

   カ 洗濯・物干し場の利用 

   キ 調理室の利用 

   ク 駐車場の利用 

   ケ 家庭動物のし尿処理（飼い主の処置） 

 ２ 生活ルールの掲示 

   全員が確認できる位置に掲示する。 

 

第６章 感染症を考慮した避難所の開設 

第１ 住民への周知 

避難所における生活には感染症や避難時に負傷した怪我または持病等の悪化が懸念され、多数

の避難者が集まることから「密集」「密閉」「密接」を避ける等、特に感染症等の感染予防に留意

した避難生活を送るため、まず、安全な地域に住む親族や友人宅を頼って避難することを事前に

個々の家庭において計画し、周知することが必要である。 

第２ 避難所の開設 

   避難所開設では感染症対策を含めた施設配置、避難者間のソーシャルディスタンスを十分に確

保した生活として、複数の避難所を設置し分散避難させる又は避難者の健康チェックによる感染

症の疑いのある者と一般の者との居住空間を分離し、勤務員を含めた万全な感染症対策のもと避

難生活を送ることが重要である。 

 

   〇 ソーシャルディスタンス（２ｍ以上）の確保  〇 換気をする。 

   〇 手を洗う。                 〇 「密集」「密閉」「密接」の防止 

   〇 マスク着用による咳エチケット 

 

１ 避難者の受け入れ 

   駐車場を一方通行にするとともに、防護衣に 

より防護した受付勤務員による体温チェックと 

  自己申告により、入り口から分離し感染症疑い 

のある者と一般の者ととの生活空間を分離する。 

ゴーグル 

フェイスシールド 

防護衣 

雨カッパ 

ゴム手袋 

非接触型体

温計 
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    別紙第９「健康チェックリスト」 

２ 避難所生活 

 （１）感染症の疑いのある者は、家族単位でソーシャルディスタンスを確保した上で、専用室を準 

   備し、トイレ、洗面所等一般の者と分離するとともに、体調の変化等があれば保健所等と密接 

   な連携のもと検査、入院等の処置をとる。 

 （２）感染症の疑いのある者が利用している部屋の床、トイレ、洗面所の除菌及び換気を定期的に 

   実施するとともに、手洗い用石鹸、除菌アルコールを備え付ける。 

 （３）一般の避難者においても、ソーシャルディスタンスを確保した避難スペース及び手洗い用石 

   鹸、消毒用アルコールの備え付け、定期的な換気、清掃・除菌に留意する。 

 （４）食事場所においては、向かい合うことなくソーシャルディスタンスを確保して、努めて静か 

    に喫食させる。 

    別紙第１０「ソーシャルディスタンスを確保した避難スペース」 

 （５）感染症の疑いのある者が検査の結果感染していた場合には、同室の家族等は経過観察とし、 

   新たに来る感染症の疑いのある者については、２階の異なる部屋に避難させるものとする。 

 （６）感染症に感染していることが判明した避難者の使用したパーテーション、寝具類は使用する 

ことなく、防護服着用の上、消毒し保管する。 
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別紙第１ 
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別紙第２ 
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別紙第３ 
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別紙第４ 
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別紙第５ 
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別紙第６ 
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別紙第８ 

空間管理の一例 

 

（ 例：避難所「体育館」：長沼小学校 ） 

 

１ 大規模災害で避難者数が多数予想される場合は、混乱及び土足立ち入りを防止するため、体育館の

グラウンド側は閉鎖する。玄関など限定的に入口を開放し、体育館の奥（グラウンド側）からステー

ジ側へ、次いでその手前へと順次割り当てることを原則とする。なお、土足禁止を徹底する。 

２ 小学校の周辺駐車場は、管理統制エリアと定め、グラウンドを駐車場及び車中泊避難者用として使

用する。なお、災害対応車両（物資輸送、非常用電源、衛星電話設置、災害対応支援団体など）の進

入及び支援物資等の積み下ろし、大型車両の旋回を考慮した設置を優先する。 

（避難者の車両は、駐車を優先としない。近傍の学校避難所等と共有とする。） 

３ 職員室などを災害対策本部及び受付として割り当てる。 

４ １階の教室は、要配慮者または個別区画を必要とする居住場所として使用 

５ 体育館に比較的近い利用可能な教室を女性・子ども用の更衣室・授乳室として使用 

６ 倉庫は、物品庫として使用 

７ 体育館の通路の一部を配食所を設置、また、ステージ上には連絡掲示板を設置 

８ 家庭科室は、軽食等の調理室として使用 

９ 機械室及び器具室は使用しない。 

10 避難者数の更なる増加が見込まれる場合は、他の避難所または２階の教室を開設する。 

11 喫煙所は屋外に設置する。喫煙者による火気取扱い責任者を輪番制で指定する。 

12 仮設浴場、仮設洗濯場の設置は、他の避難所等を共用利用する。 

13 体育倉庫などの器具類の使用は、安全管理上、当面禁止とする。 

（避難生活の長期化が見込まれる場合は、健康管理上、使用要領を定めた使用について検討する。） 

14 感染症等の疑い又は疾病等の救護処置の必要な場合は、医務室と町立病院とで連携して対応する。 

15 付図１「見取り図の一例（例：長沼中央小学校の場合）」 

  付図２「空間配置の一例（例：体育館の場合）」 
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付図１ 
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付図２ 
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受付月日時

管理ＮＯ

　月　　日　　時
体温

氏　　　名 連絡先（携帯）

確認事項 チェックリストチェック欄

朦朧としている。

　 はい　　いいえ　 咳や痰がでる。

鼻水、鼻づまり、のどの痛みがある。　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　 頭痛がする。

息が荒くなった。

息苦しい。

胸の痛みがある。

ゼーゼーしている。

ぼんやりしている。

　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　

起きているのが辛い。

嘔吐や吐き気がある。

下痢をしている。

食欲がない。

味覚、臭覚がない。
７　食欲等

受付職員が記入

本人が記入

健康チェックリスト

１　初期症状

２　息苦しさ等

３　意識障害

４　倦怠感

５　嘔吐・吐き気

６　下　痢

　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　

　 はい　　いいえ　

別紙第９ 
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別紙第１０ 

 

感染症予防及びプライベート空間を考慮したスペース確保のイメージ 

（２ｍ×２ｍの距離を確保） 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２Ｆ 中会議室 

テーブル テーブル テーブル テーブル 

テーブル テーブル テーブル テーブル 

２ｍ 
２ｍ 

ステージ 

※高さ１８０ｃｍ 

のパーテーション 

を使用 



 

 

 

 

沿    革 

 

平成２７年７月２６日 避難所開設・運営マニュアル 策定 

平成３０年１月２６日 避難所開設・運営マニュアル 改訂 

令和 ２年７月 ３日 避難所開設・運営マニュアル 改訂 

令和 ５年１月３０日 避難所開設・運営マニュアル 改訂 

令和 ７年６月１２日 避難所開設・運営マニュアル 改訂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難所開設・運営マニュアル 

〒069-1392 北海道夕張郡長沼町中央北１丁目１番１号  

ホームページ http://www.maoi-net.jp/ 

E-mail:soumuzaiseika@ad.maoi-net.jp 

総務財政課総務係 電話:0123-88-2111 FAX:0123-88-4836   


